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１　事業の概要

２　今後の事業の方向性

①修了生が住民や多様な主体と行う活動が、持続可能な地域づくりに資するため

②市町村地域おこし協力隊員の任期終了後の地域への定着が、地域の活力確保に資するため

①成果指標の判断資料となる修了生の活動調査について、コロナ禍でありながら、回答者の約８割が活動を行っているものの、
回収率が約５割に留まったことから、目標を達成することができなかった。このため、修了生交流会等の開催や講師と修了生と
のネットワークの活用により、修了生との関係性を充実させるとともに、コロナ禍に対応した活動促進の手法を検討する必要が
ある。

②平成29年度から、隊員の受入体制の向上や活動の円滑化を通じた地域定着を図るため、各地域振興局で市町村等が情報共有を
行うサポート体制の整備や制度運用ハンドブックの提供を実施。令和２年度からは、定着に繋がる要因である隊員と地域との協
働の促進に向け、長野県地域おこし協力隊員を新たに配置し、地域協働に関する課題や事例の調査研究を行い、参考となる情報
の発信を行っている。
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【実施内容】

　人口減少が著しい中山間地域等における地域活力の維持・確保を図るため、地域を担う人材の確保・育成、多様
な主体による地域活動活性化支援、地域の拠点・基盤づくりに対する支援等に取り組んできたが、住民の主体的な
地域づくりを持続可能なものにするためには、直接的な支援にとどまらず、それぞれの支援策が有機的に機能し、
地域づくりのプロセスに一貫して寄り添う支援が求められている。

　地域住民が、自らの地域の価値を新たな観点で捉え直し、地域内外の多様な主体と交流・連携しながら、主体的
に地域づくりに取り組んでおり、自治の力を発揮しながら持続可能な暮らしが営まれている。
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3-6 中山間地域での暮らしの価値の再発見 6-1 個性豊かな地域づくりの推進
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事業番号 02 08 01 事業改善シート （令和２年度実施事業分）

事　業　名 地域活性化推進事業費
部局

実施期間 S45頃

企画振興部 課・室 地域振興課

課　　題　　等 今後の方向性

6.0 7.8職員数（人）

・人口減少、高齢世帯の増加により、自力で屋根の雪下ろし等が困
難な世帯が増加し、共助による取組を進める必要がある。

・引き続き、除雪支援事業の実施を通じて大雪時における人
的被害、住家被害の防止を図っていく。

成果指標
設定理由

・コロナ禍に対応しつつ、講座修了生（まちむら寄り添いファシリ
テーター）の活動継続と促進のため、活動機会の創出と質の向上を
図る環境づくりが必要である。

・修了生のファシリテーターとしての活動プロセスの分析と
共有により活動のフォローアップと質の向上を図るととも
に、地域に修了生の活動がより活かされるよう、多種多様な
分野との連携した事業展開を図る。

 決　算　額（B）

・地域おこし協力隊が地域で生業を創出し、円滑に定着するために
は、地域住民や行政等との協力や協働が不可欠であるが、隊員と地
域との目標のミスマッチや、サポート不足等といった課題が指摘さ
れている。

・地域おこし協力隊が地域住民や行政等と協働して地域づく
りに取り組むことを促進するため、令和２年度から長野県地
域おこし協力隊員を新たに配置し、現役隊員等への取材調査
を通じて地域協働の課題や成功事例の収集・分析を行ってお
り、必要な支援について検討を進めていく。
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達成状況
の分析

主な取組

✔ 地域づくり活動に寄り添う中間支援人材を育成
  ・「まちむら寄り添いファシリテーター養成講座」を開講
　・オンラインを活用しながら地域における対話の場づくりを実践

✔ 地域おこし協力隊の受入・定着を促進
  ・ 市町村による協力隊員の合同募集説明会を開催
  ・ 10地域振興局で協力隊のサポートネットワークを運営
　・ 協力隊員の活動ステージに応じたオンライン研修を開催
　・ 県協力隊員による調査研究や情報発信を実施

✔ 特別豪雪地帯での暮らしを支える克雪対策を推進
　　特別豪雪地帯市町村による高齢者等対象世帯への除雪を行う者（住宅除雪支援員）
　　の派遣に要する経費に対する補助を実施【対象市町村：10市町村】
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2
市町村地域おこし協力隊
員の定着率

中間支援人材育成講座修
了生のうち活動した者の
割合

1 未達成
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協力隊の研修の様子

ファシリテーター養成講座の様子

協力隊報告会の様子



細事業
No.

No.

1

実施
方法

細事業を構成する主な取組

第39回地域づくり団体全
国研修交流会長野大会実
行委員会の運営

Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

細事業名

1
0 0

千円

Ｒ１年度
決　算

Ｒ２年度
決　算

負担金

令和２年度　実施内容（実績）

第39回地域づくり団体全国研修交流会長野大会実行委員会の運営経費
への負担金を支出する予定であったが、コロナ禍を踏まえた大会の開
催延期に伴い不執行となった。

千円
地域づくり団体全国研修交流会事業

企画振興部 課・室 地域振興課

細事業
No.

部局事　業　名 地域活性化推進事業費

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

細事業名

事業番号 02 08 01 細事業一覧 （令和２年度実施事業分）

2
1,754 4,110

千円 千円
地域住民の学びと活動を支える中間支援人材育成事業

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

1
中間支援人材育成講座の
開催

委託

地域住民の対話と学びを促すファシリテーターの養成講座を開催。
基礎を学ぶ座学に加え、受講生がそれぞれ地域に飛び出し、地元の
人々と関わり合いながらそれぞれの地域の魅力や課題を考える地域分
析や、対話などの実践活動をオンラインを活用しながら実施した。

3
千円

細事業
No.

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

1
合同募集説明会、サポー
トネットワーク、ステッ
プアップ研修

直接

407 4,219

千円

Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

細事業名

地域おこし協力隊受入・活躍支援事業

【受入支援】市町村地域おこし協力隊員の合同募集説明会を開催
【ネットワーク支援】隊員・隊員OBOG・行政職員からなるネットワー
ク（10広域）において情報共有や交流等を実施
【活動支援】市町村地域おこし協力隊員の活動ステージに応じた研修
を実施

2
長野県地域おこし協力隊
員の配置

委託
長野県地域おこし協力隊員を配置し、市町村地域おこし協力隊員等へ
の取材調査を通じて、地域協働の課題や成功事例を収集・分析し、市
町村の取組の参考となる情報発信を実施。

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

4 特別豪雪地帯住宅除雪支援事業
1,260 5,976

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

1
特別豪雪地帯住宅除雪支
援事業補助金

補助金
特別豪雪地帯市町村による高齢者等対象世帯への除雪を行う者（住宅
除雪支援員）の派遣に要する経費に対する補助を実施



細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

5 地域づくり活動推進事業
4,227 2,718

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

5
全国積雪寒冷地帯振興協
議会分担金

負担金
積雪寒冷地帯の道府県、市町村が緊密に連携し、大規模豪雪災害や関
係基本法制度の見直しに対処する協議会に対し分担金を支出

6
その他地域活性化推進経
費

直接 職員の旅費、事務消耗品等

2
地域活性化センター運営
負担金

負担金 地域活性化のための諸活動を支援するセンターに対し、負担金を支出

3
全国過疎地域自立促進連
盟負担金

負担金
全国の過疎地域が連携して、過疎対策事業の充実強化を図ることを目
的に設立された連盟に対し負担金を支出

4 全国山村振興連盟負担金 負担金
全国における山村地域振興のため、関係者相互の緊密な連携・提携を
図る連盟に対し負担金を支出

1
地域づくりネットワーク
負担金

負担金
県内の地域づくり団体の交流の促進、リーダー育成等の取組を行う協
議会に対し、負担金を支出

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

6 コミュニティ復興支援事業
27,600 72,400

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

1
コミュニティ復興支援交
付金

交付金
令和元年東日本台風災害の復旧・復興を促進するため、市町村が実施
する被災地域の安全・安心な住民生活の確保や地域コミュニティの維
持に向けた取組を支援

細事業
No.

細事業名
Ｒ１年度 Ｒ２年度
決　算 決　算

7 地域支えあいプラスワン消費促進事業
0 2,055,614

千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和２年度　実施内容（実績）

1
市町村の実施する商品券
の販売・配布等に要する
経費に対する補助

補助金
コロナ禍における消費の落込みの影響を受けている事業者を県民一丸
となって応援するとともに、「新しい生活様式」への対応を促進する
ため、市町村が地域の実情に応じて実施する消費喚起事業を支援


